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「東京電力に関する経営・財務調査委員会」

今後のスケジュール (案 )

第 4回 :8月 18日 (木 )

論点 1:保有資産の洗い出しと売却資産の特定

第 5回 :8月 24日 (水 )

論点2:設備投資、資材 ‐燃料・サービス調達等の検証と高
コス ト構造の改善策

(資金繰りについて)

第 6回 :9月  6日 (火 )
論点3:料金制度あるいはその運用の妥当性の検証と改善案

懇談会 :9月  8日 (木 )。
DD中間報告

第 7回 :9月 12日 (月 )
論点4:卸市場の競争強化の必要性検証と改善案、スマー ト
メーター等への適切な投資の検証と改善案

論点5:東京電力の長期的なあり方

懇談全 :9月 14日 (水 )

自由討議 (論点整理 )

第 8回 :9月 20日 (火 )
東電最終ヒアリング、報告書素案検討

第9回 :9月 27日 (火 )
報告書案、討議とりまとめ

第 10回 _19月 28日 (水 )
報告書提出
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第 5回の論点及び主な検討事項

論点 2:設備投資、資材・燃料・サー ビス調達等の検
証と高コス ト構造の改善策

(1)設備投資について

・発電設備投資の前提となる需要見通しとそれに基づく供
給計画の妥当性
◆これまでの需要見通しとそれに基づく投資計画は、長期的な需要

見通しと投資計画が過大。この主な乖離要因は、GDP成 長率、
PPSの 伸び等。
◆しかしながら、実際の設備投資時点では、短期的な需要見通しに

基づき投資規模を補正。

・ 東京電力の過去における投資実績 と現状における供給能

力の評価

◆平成 5年以降、投資実績は大幅に縮小傾向だが、依然として、過
剰設備の可能性もあり。

◆今回の原子力の稼働減への対応は、需要抑制と停止電源の再稼働、

緊急設置電源の整備等によるもの。仮に需要抑制がなければ供給

が不足した可能性大。

・ 上記 を踏まえた必要な追加供給設備のあ り方

◆来年度以降の設備対応については、需要の戻り方次第であるが、

再稼働 した電源等については、コストや安定性の観点から長期的

利用は困難。

◆原子力の再稼働の困難が見込まれることから、原子力が最も早く

再稼働するケースと再稼働しないケースという両極のケースを

試算することにより、将来的な影響の幅を今後検討。
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◆原子力の再稼働が遅れた場合に不足する電源を効率的に確保で

きるよう(適切な予備率の検証 (3%の適否)を含め必要な設備

規模を見直すとともに、他社電源の活用、需要抑制等を検討。

流通設備投資及び修繕費に関する今後の計画のあり方

◆流通設備については、震災により福島原発からの供給がなくな

ったことを踏まえた見直しを検討。

◆修繕費については、これまで流通設備を中心に相当程度絞り込

んできているため、今年度の繰り延べ等も踏まえ、来年度以降

の増額がやむを得ない可能性あり。

※設備投資にかかるコスト (単価)削減余地については、下記 (2)

において検証。

(2)調 達 コス トについて

口仕様の標準化、取引構造の簡素化、発注方法の工夫等に

よる資材 口役務調達コス トの改善の可能性

◆短期的には、①         剰スペックな仕様・設計の標
準化、②一次下請けや代理店中抜きによる取引構造の簡素化、③

集約発注や競争入札の拡大といつた発注方法の工夫等による
コ

スト削減を検討。

◆中長期的には、業界横断的な他電力との仕様・設計の標準化等に

よるコスト削減を検討。

・燃料調達や設備改善等による買電・燃料調達コス トの改

善の可能性

◆買電 0燃料調達コストは、調達コストの過半を占めるが、他社か

らの電力購入と LNG等の燃料調達がいずれも長期契約を基本と

するため、特別事業計画に定める今後 10年間では十分な単価の

削減効果を見込み難い。

◆売り手優位で代替調達手段に乏しい LNG等の燃料費は削減余地

に乏しいが、他社からの電力購入について契約更新時の価格交渉

で削減を図るともに、経年火力の熱効率の改善余地等を検討。
つ



(3)人件費について

口人員構成の偏り見直し、業務改革等による人員数見直しの

可能性
◆人員数については、当面、原子力損害賠償業務等への対応のため、

社内からの人員確保が必要

。人員確保に際しては、長期的観点から支店

や支社の人員数や構成の偏りの見直し等が必要:

日給与・賞与、退職金・年金、福利厚生費等の人件費単価の

妥当性

◆人件費単価については、現状のカットを維持すれば、給与・賞与

水準は大企業平均を下回る。他産業と比較して高水準の福利厚生、

退職金 0年金等を中心に、全体の施策の中で実現可能性を勘案し

て削減余地を検討。

委託検針員・集金員等
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設備投資、資材・燃料・サービス調達等
の検証と高コスト構造の改善策

平成23年 8月 24日
内閣官房東京電力経営・財務調査タスクフォース事務局
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コスト削減の全体像 (1)

① 東京電力の総コスト約47,100億円(単体/2010年度実績)のうち、約
70%を占める資本費 (委託費・修繕費・減価

償却費⇒資材・役務調達コスト)及び燃料費 (他社購入電源費
・燃料費⇒買電口燃料調達コスト)、 並びに約9%を

占める人件費について、重点的にコスト削減施策を検討する。また、そ
の他コストについても費目ごとに削減余地

を個別検討するとともに、設備投資の妥当性についても検討する。

②コスト削減施策については、

A東京電力が独自に実行可能で、妥当な需要見通し・供給計画に基づく設備投資の検討

B東京電力が独自に実行可能で、これまで含理化が不十分な施策
C東京電力単独では実行できず、他電力会社等との協同による施策
に分類できるが、ここではAの施策については「第2設備投資について」に

て、Bの施策については「第3甲達コス

トについて」及び「第4人件費について」にて取り上げ、Cの施策については中長期
的な課題として今後検討する。

【東京電力の総コスト構造】

単体/2010年度実績 :総額47,114億 円

減価償却彙|｀

資材・役務調達コスト

12:527億 円 (26.6%)

買電・燃料調達コスト

19,843億 円 (42.1%)

合計

32,370億円 (68.7%)

Λ
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費
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その他コスト

(費 目別に個別検討)

2,471億円 (5.2%) 燃料費

14′ 822′ 31%



コスト削減の全体像 (2)

東電単独による施策実行 他社協同による施策実行

単価
の

見直し

数量

の

見直し

＞

＞

コスト及び設備投資の削減施策を、「単価、数量」及び「東電単独、他社協同」の視点により分類
今回のDDで重点的に取り上げる施策として、東京電力が独自に実行可能な「①調達コストの削減、
②人件費の削減及び③設備投資の最適形成」について検討



絣
Ｎ

畔
葬
洋
踏
百
Ｏ
τ
バ



<目次>

1.設備投資計画に係る検証の基本方針と今後の方向性
/カーガ

2.東京電力による長期需要想定(1)～ (3)
3.東京電力の発電投資実績と現状の供給能力
(参考)経年火力及びGTの体廃止状況

4.東京電力の投資計画
5.東京電力の主な流通設備計画
6.東京電力の修繕費
【コストアカ ーガ
コスト(単価)削減余地の検証 (「調達コストの削減方針」参照 )



今回は、震災後に顕在化した節電、電化営業の自粛、自家発の稼働増及び産業の域外シフト等の諸要因を織
り込

墓獄謡雲鶴理黒:据蓼:●Я製馨 墓器鶉馴霧ど∬製戴誂
見られない
一方、最大出力については、一‐――――     薫百罰ま戻る前提(H32で震災前計画比     の5,883万 kw)■■■10年後に震災前の水準にほぼ戻る前提
(注 )H13:6,143万 kw(ピーク)→H20:5,891→ H22:5,811

>

2.東京電力による長期需要想定 (2)

電力需要量 最大電力

需要量 (億kwh)
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3.東京電力の発電投資実績と現状の供給能力

東京電力(単独)の設備投資額の推移

'電

源

⇒H16:4,600億円)
東京電力の設備投資は、投資ピーク越えに加え十

発電関連投資は、直近10年平均で2,000億円程度 ⇒ 需要計画の予実乖離
については、実際の投資時点では、短期的な

需要見通しに基づき投資規模が補正されていた可能性がある

それでも、供給電力を最大電力と比較すると、H15～ 18にかけては供給余剰
にあつたと言えるが、現状では、需要抑制がな

_ _ ^ _  ● ●●●″▲―― … =ユ _ 上 ― ― ユ ユ ヾ二 上 |、

It f,r I d. E ffi rL'c 7,8 L ( L r f: *E + [ i O e *Aru #frt e b Tt {* fa tr .E Ltact=f,HE ti f t t * u I
128万 kw(「

「認可出力」と「供給電力」の詳細と推移

(「供給計画届出書」等参照)
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参照 :「平成23年7月 29日

(参考)追加的に売電可能な自家発電設備容季
自蒙発電設備書量  5,373万 kW

唸気事●法

“

106彙
"4に
3づC出 (100●kW以上を■● )

1,詔 鍔 田   LI薫 二LJ   自家鋼費分

エネルギー・環境会議決定」
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(参考)経年火力及びG下の休廃止状況

>東 京電力における経年火力・ガスタービンの休廃止状況は以下の通り
>柏 崎刈羽原発の停止以降、合計210.4万kwの火力・G丁を再開(その後70万kwを長期計画停止 )

発 電 所 ユニット 出力(万kW) 運開年月 休止年月 廃止年月

自

社

五 男 2‐B・ 26.5 S39/8 118/12長期計画停止→H19/7再開
4号 26.5 S41/1 113/12長 期計画停止→H19/12再開

腱 瀬 4号 17.5 S38/10 H12/4長期計画停止 H16/12

鰐 1号 17.5 S36/7 H17/4長期計画停止 H18/3
2号 17.5 S36/10 H16ノ10長期計画停止 H1873
3号 17.5 S37/1 H17/4長期計画停止 H18/3
4嬌テ 17.5 S38/7 H16ノ10長期計画停止 H18/3

5号 17.5 S40/10
113/4長期計画停止→H15/2再開
→H16/10長期計画停止→H18/3廃止

6号 17.5 S43/11 H16ノ10長期計画停止 H18/3

臓 須  賀 1号 26.5 S35/10 H13/4長期計画停止 H16/12
2号 26.5 S37/9 113/2長期計画停止→H15/6再開→H16/10長期計画停止→18/3廃止
3f計 35.0 S39/5 1224長期計画停止→H23r6再開
4号 35.0 S39/7 122/4長期計画停止→H23″再開
5号 35.0 S41/7 113/4長期計画停止→H15/5再開→H16/10長期計画停止

6号 35.0 S42/1
113/4長期計画停止→H15/2再開→H16/10長期計画停止→H17/7再開→H17/10長
親計画停止

険須賀GT 1号GT 3.0 S46/7 122/4長期計画停止→H23r6再開

2号GT 14.4 H4/7 112/3廃止→H15/7再開→H16/10長期計画停止→H17/6再開→

117/10長 期計画停止→H18/3廃止→H19/9運開→H22/4長期計画停止→H23/4再開

他
　
　
社

笏 滞
61子 17.5 S41/11

358/9停止→H3/12再開→H16/10長期計画停止→H17/4再開→H17/10長期計画停
止→18/2再開→H18/4長期計画停止→H19/7再開→H22/1長期計画停止

電 発 磯 ■ 1ギ曇 26.5 S42/5 卜113ノ 11

2号 26.5 S44/9 H13/11

琵 島 共 F 2手テ 35.0 S48/12
114/4長期計画停止→H14/12再開→H16/10長期計画停止→H20/6再開→H22/4長
胡計画停止

君 津 共 F 口万 12.5 S44/2 H15ノ12 H15/12

2号 12.5 S44/4 H15ノ9 H15ノ12
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4.東京電力の投資計画

> 今回の投資計画では、緊急設置電源及び経年火力の運転継続等により、当面の供給力を確保
し、将来的には、他社開発

による石炭火力の活用も検討し、設備投資の抑制と安定供給の両立を目
指す方針_____‐ ‐‐‐‐■■■

暉璽璽璽要聾■璽聾璽璽璽璽現冤E「璽覆罷電冒冒冒F■
=7¬
鷹F罫百存百百薄嚢轟面藤藪:]検討する必要がある

適切な予備率の検証を含め、設備規1

> その際、停廃止を予定していた火力は、コストや安定性の観点から、長期的利用は困難である可能
性が大きい



5.東京電力の主な流通設備計画

震災前後で電力需給予測が大きく変更したため、緊急電源対応分を計上する一方で、電源開発計画分や需要増
対応分につき、繰り延べまたは凍
》 特に、潮流増加対応・需要対応分としている            こついては、その必要性につき精査中



6.東京電力の修繕費

＞

＞

＞

＞

＞

修繕費は直近10年は年平均約4,300億円で推移。そのうち発電が
5割、配電が4割を占める

修繕費は減少傾向にあり、加えて原発停止により収益的に厳しか
つた時期には一段の絞り込みを実施

他社比較でも、相対的に高いとは言えない水準

今年度の修繕費において繰延としたものは、来年度以降に順次再開見込
み

来年度以降の修繕費は増額の見込み

修繕費 (H6ピーク時6,696億円)は、減少傾向にある

修繕費の実績推移

修繕費の他社比較 (22年度 )

東電

0.71

0。 12

0.07

0.64

0.02

1.56

平成23年度の主要な修繕計画

中越沖地震

＼

¬
嗜目Dヒ、

発電

送電

変電

配電

その他

合計

1000

LIその他

L変 電
二・送電

lI]配電

■1発電

(単位 :円 /Kwh)

Source:社 内資料,IR資料

H12H14H16H18H20
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1.調達コスト削減の全体像 :まとめ (1)

調達コストの削減方針については、「数量」と「単価」の両面にわたって実施すべき
ものであるが、東京電力による経費削減案が経費や投資の繰延といつた「数量」調
整が中心となつているため、持続可能な経費節減を目指すためにも、今回のDDは、
主として資材や役務の「単価」引下げに焦点を当て実施した。

1.調達コスト(約 34,800億円)の全体像

委託費
1,849

億円

修繕費
4.12‐ 1

億円

他社購入

電源費
5,021億円

燃料費
14,822億円

鰐‐，３８４側
その他
1,087億円

ここで取り上げる2010年度の東京電力単体の調達コストは、総コスト約47,100億円
のうち、主に人件費を除いた約34,800億円であり、その内訳は資材・役務調達コスト
(委託費・修繕費・減価償却費)が36%の約12,500億円、買電・燃料調達コスト(他社
購入電源費・燃料費)が57%の約19,800億円、その他 (賃借料・研究費・諸費等)が7%
の約2,500億円である。
東京電力案における人件費以外で繰延 |

19



1口 調達コスト削減の全体像 :まとめ (2)

2.資材・役務調達コストの削減方針

委託費や修繕費、設備投資 (減価償却費)といつた資材
・役務調達コストI手つい

様の標準化

又引構造の簡素化

③ 集約発注や競争入札の拡大による発注方法の
工夫

によつて単価を引き下げる方針である。

酬 鵬 競 徴 蹴 鉗 鐸 瀞 註型 言
の削減を図る。

遅記4り鴛   鷺猥濯蟄耐夏お、 語ξ
定める今後10年間では十分な単価の削減効果を見込み難

い。

他社からの電力購入は
識望吾貢質          

の削減を図る一方、売

り手優位で代替調達手段           削減余地に乏しいが、経年

火力の熱効率の改善余地等についても検討する。

20



1.調達コスト削減の全体像 :まとめ (3)

>各種調達コスト削減施策を「短期・中長期の時間軸」及び「他社協同の必要性の難易度軸」の
二軸により分類

(自社完結型)

(新規投資・調達)

(他社協同型)

(既存投資・調達)

中期

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― -1

11             1              1(東 電の自助努力により実行可能)l

例 :厚生施設等管理業務の見直し、諸

費等の支払額の削減 ⇒ |||1減 例 :関係会社取引の査定厳格化、

入札による発注 ⇒

―
減 例
柵 色尉]LI鴛F

例 :社内の設計・建設単価の見

直し、工事効率化 ⇒
例 :長期契約の更新時に価格決

定方法の見直し

例 :経年火力の熱効率の改善、
新規の他社電源購入 例:業界における也電力会社との

仕様・設計の標準化t_________― ― ‐ … … …
: ]

:

I

I

l

‖

:

:

:

:

I

L

:

:

:

i

:

1

1

1

1

1

L_____― ― r― ― ― ― ―… …・
(「第2設備投資||ついて」にて検討 )

Z罵夢だ蝠長期



1日 調達コスト削減の全体像 :東京電力のコスト構造

>まずは資材・役務調達コスト(修繕費・委託費・減価償却費)約 12,500億円を中心に、短期及び中長
期のコスト削減施策の検討を実施する
>コスト総額約47,100億円の3割を占める燃料費については、長期契約等の制約から短期でのコスト
削減は難しいため、中長期の取組み方向性の検討に留まる

東京電力のコスト構造 (単体/2010年度実績 )

(億円 )

50,000

固定資産除却費

諸費

賃借料

人件費

委託費

悪`羅要
減価償却費

他社購入電源費

主要な費用項目の内訳 設備投資額の内訳

同圏外部会社

躍國代理店

=軍

曇重

社
(%)   .

（そ
の
他
）
（資
材
・役
務
調
達
コ
ス
ト
）

（買
電
・燃
料
調
達
コ
ス
ト
）

80

60

40

20

その他

配電

変電

送電

10,000

47,114億円

Sourcc東京電力内部資料

燃料費

使用済燃料再処理等費

諸税

修繕費

4,121億円

委託費

1,849億円

設備投資

6,149億円 22



1.調達コスト削減の全体像 :東京電力によるコスト削減案

>東京電力が策定した合理化計画 (経費削減)は、福島第一日第二原発の停止に伴う費用減少という
特殊事情に加えて、修繕の繰延といつた一過性の施策効果が大きい
>こうした経費繰延といつた「数量」調整は、安定供給の確保という視点から持続性に乏しいとみられる
ため、「単価」削減によるコスト構造の改善が必要と考える

(億円)6′ 000

―

2011年度

東京電力

合理化計画

(経費削減 )

福島第一・第二

費用の減少

2012年度以降   2011年 度    2011年度
への繰延   増分費用の抑制  実質削減額



1.調達コスト削減の全体像 :追加削減施策(事務局案)

追加コスト削減施策仮説

競争入札の拡大等の発注方法の工夫

。 発電所建設における設計の見直し
。 工事効率の向上

不要支出の凍結/削減

コスト削減余地 1)

麗峯 慇 雛 覗 需 紳

額を■ 勧

代理店構造の変更による代理店マージン削減

関係会社の下請け排除によるマージン削減

■    鏑 見直し

厚生施設管理業務の中止

独身・単身寮管理業務の簡素化

餞   5,021  
高単価事業者の契約更新タイミングでの価格交渉    ■■   高単価事業者の単価を低減

(2014年度より)

「

~~~T   LNG購
入契細 こおける価格決定指標の変更

プ    鰻 聰 ぉだπl%警量|:獣職重盤
ヾ

1燃糧Ⅲ認2雅攣貢男   財編ワヅ ‐ 織り込まつ

2010年度

費用実績

(単体/億円)

|

1委
託費 1 1,849

修繕費

6,557

追加コスト肖1減余地試算の考え方

4,121

1凛

2,471 景i嘗[[欄il量庸での削減
諸費における業務量の削減

人員削減見込みを事務所面積の削減率に適用

代理店構造の変更による代理店マージン削減

暑饉

腰          肖J減、

合計     34,841

:弊社データベース
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1.調達コスト削減の全体像 :調達コスト削減の指針 (まとめ)

>東京電力の調達には、関係会社に対する査定の甘さ・契約における競争の過小・東京電力向け
特殊仕様による高価格化等の課題がある
>上記課題意識に基づき、①競争入札の拡大等による発注方法の工夫、②代理店や一次下請け等
の取引構造の見直し、③過剰スペックな仕様の標準化による単価の引下げを図る方針である

―
ハ
ハ
ハ
Ⅳ
Ⅳ
Ｖ
Ｉ

東京電力の調達における課題

関係会社の多くは、東電向け売上で稼ぐ

構造にあり、単価低減に甘さが見られる

・ 大半の会社は、東電取引の営業利益率が

社外取引の営業利益率より大幅に高い

随意契約による取引が大半であり、十分

な競争が働いていない

。入札による取引比率は低く、特に関係

会社との取引はほぼ随意契約

東京電力向け特殊仕様により調達価格

の高水準化が生じている

調達コスト削減の指針

① 競争入札の拡大等による発注方法の工夫
1.関係会社取引の単価査定厳格化
2.入札等による競争発注の強化

②代理店等の重層的な取引構造の見直し
1.代理店構造の見直し
2.関係会社を中心とした一次下請けの見直し

④他社電源の購入単価の見直し
1.契約更新時の高価格事業者からの購入単価低減

⑤ 熱効率改善等による燃料費削減
1.経年火力の熱効率改善
2.新規による低単価の他社電源購入



2.資材・役務調達コストの肖1減方針:①-1関係会社取引の見直し余地

主要関係会社の大半は、東電向け取引の営業利益率が社外取引の営業利益率より高
く、東電向け

取引で稼ぐ構造になつている
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修繕費約4,000億円のうち、約5割の約2,000億円は代理店が介在する取引構造となつている

代理店の先にある原メーカーは大規模事業者が多く、代理店が十分な機能を果たしているとは

言い難い状況も想定されるため、代理店取引見直し又は価格交渉を通じた単価削減を行う

2口 資材・役務調達コストの肖1減方針:②-1代理店構造の見直し

代理店が介在する取引は修繕費の約5割に達し、

代理店マージン分の単価削減余地あり 代理店が介在する取引構造イメージ

代理店介在取引は

修繕費の約5割に達する

修繕費計:4′ 121億円

(2010年度実績)

内資料;弊社分析

内8割は4社で占める

(参考)   の
売上総利益率3.3%

‐ 調達したものを
東京電力に販売

(従来からの商権による

継続取引)

多くのサプライヤーから
パーツを調達し、自社
工場で製品を組み立て

28



2.資材・役務調達コストの肖1減方針 :②-2関係会社を中心とした一次下請けの見直し

＞

＞

関係会社が一次下請けに入る取引構造が、特に発電工事において見られる

当該関係会社の原価は外注比率が極めて高く、一次下請けとして商流を通す必要は低いと考えら

れ、一次下請けでなく工事部分の元請けとなることで工事費用を削減する

改善余地のある取引パターン :

関係会社が一次下請けに介在する取引

高圧蒸気過熱低減器他点検修理の例)

(仮設電源工事)(機械工事) (保温工事 ) (検査 )

12015年 度時点
Source:東 京電力内部資料



2.資材・役務調達コストの削減方針:③-1発電所設計の見直し

>発電所建設は数千億円に達する大規模投資であるが、過去の発電所建設実績において建設単価
が大きく異なる
>単価差の主要因は設計の差であり、



2.資材・役務調達コストの肖1減方針:③-2工事効率化

>    においては、原価改善ワーキンググループを立ち上げ工事効率化を検討することでロ
コスト削減を実現してきた
>同様の配電工事効率化施策を他事業者にも横展開することで工事費用全体のコストを削減する

ロ モデル支店における工事効率化方法
(■■■原価改善WG資料より)

業務のあるべき姿と実態のギヤップを愚直に改善

現行の組織を土台に、本社も現場も一緒に汗を

流して課題解決

業務プロセスから営業所運営・風土に至るまで、
現場実態の見える化を図り、改善

生産性をよリタイムリーに全体で共有し、プロセス

改善に反映

期待効果は少なくとも、営業所がより1つになれる
ことを実施

ベストプラクティス営業所の重要成功要因に

ついて、一人ひとりと共有し、皆のためにそれぞれ
の立場で何ができるかを検討

31



3.買電・燃料調達コストの肖1減方針:④他社電源購入の価格決定方法の見直し

今後の契約更新の際には、価格決定方法の見直し又は契約廃上により購入単価を低減する



3.買電・燃料調達コストの削減方針:⑤燃料費の現状とコスト削減の考え方

>2008年後半以降、東京電力に限らず日本のLNG購入価格は欧米よりも高水準で推移している
(日本のLNG購入価格は原油価格にリンクしており、LNG市場価格低下の恩恵は受けられていない)
>価格決定方法変更等の改善策が取りうるが、長期契約を締結済みであり、かつ天然ガスという代替
手段がなく売り手優位の状況を考慮し、中長期施策として位置付ける

燃料単価 (LNG購入価格)の現状 :

日本のLNG購入価格は2008年後半以降から
欧米よりも高水準で推移 購入価格低減のハードル 中長期的なコスト削減の方向性

$ノMMBTU 。
①天然ガスという代替手段がない
ため、売り手優位となる傾向20

15 日本

韓国

UK(NBP)

US(HH)

② 原油価格リンクの価格設定で
あり、原油市場に自動的に
連動してしまう

0

③長期契約中心であり、
欧州等との需要時期差を利用した
タイムスワップ

SノBBL

30

20

10

0

~― 富 ,た電             警 軒
~

経年火力の熱効率改善や新規の他社電源購入等による

燃料費削減を検討する

2006  2007  2008 2010  2011

LNG単価決定指標を原油価格
からマーケット価格ヘ

2006  2007  2008  2009  2010  2011

Sou「cc東京電力内部資料′社内資料
33
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人件費削減

1.人員構成の偏りの見直し、業務改革等による人員数見直しの可能性
・原子力損害賠償業務等の対応のため、社員      人員確保が必要。

・子会社・事業の売却、震災の影響による業務変更ならびに、生産性/階級構成の偏

り、業務改革/人事制度見直し等の長期的視点から削減余地抽出
・38,000人の内、        の削減余地を算出

2.給与・賞与、退職金田年金、福利厚生費等の人件費単価の妥当性
。人件費単価については、現状のカットを維持すれば、給与・賞与水準は大企業平均

を下回る。
。他産業と比較して高水準の福利厚生、退職金・年金等を中心に、全体の施策の中

で実現可能性を勘案して削減余地を検討

36
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1人員数 :削減余地抽出の視点



1 人員数 :人員構成の偏ッ見直しによる人員削減余地 (支店口支社 )
視点C:生産性/階級構成の偏り/バラツキによる削減余地

＞

＞

＞

＞

主に生産性と階級構成を、それぞれの部門で比較することで削減余地を試算
生産性については、各機能に応じ適切な指標を選定





2人件費単価 :給与・賞与
平均年収ベンチマーク分析

＞

＞

＞

現状の給与、賞与カットを維持すれば、大企業平均を下回る
賃金カット前水準でも大企業平均同水準

高卒 (全体の25%)を対象にした年収比較 大卒 (全体の75%)を対象にした年収比較

平均年収

(万円)10oo

800

縣寄 40

①賃金カット前
大企業平均1)

②現在
(賃金カット後 )

コ硼額平
i勇肇場

‐336

①賃金カット前

大企業平均坤

②現在
(賃金カット後)

コスト削減額
(億円)

-129
００
　
∞
　
００
　
　
０

６
　
４
　
２

４００

２００

０００

８００

６。。

４０。

25 30
‐1 +28

35  40

+19 +38

45  50 55

+30 +87 +132

2T l

20

①賃金
カツト前

35  40  45

‐25  ‐10  +59

50  55

+95 +168大企業
平均との
差異
(万円)

３０

　

４９

２５

　

５６大企業
平均との
差異
(万円) 輌8縣後「″69‐ 7675■0268“ i賃2嘱魚後,103‐ 133‐ 136‐ 151‐144‐ 144‐ 104

》 人件費単価削減に関する施策

見直しの方向性

法定よりも高い割増率を付与

0 時間外勤務:1.3法定 :1.25
・ 休日出勤 :1.4法定 :1.35

法定の割増率まで削減

13,000人 以上対象の企業 :2.100～ 299人の規模の企業 i

41Sourcα 日本経団連賃金総覧2011版 、東京都労働産業局、



2人件費単価 :退職金/年盆
東京電力の退職給付制度の状況

退職給付制度イメージ

(CB)l            
聟競葦重響
鮨

月額7万円 ■‐___  撃舞葦重腎

退職一時金 (ポイント制 )

退職一時金 22.5 17.0

確定給付企業年金※2

確定拠出年金※2   6.0■■■1 4.5

合計

※1単位:百万円(退職金。年金原資)、 万円(年金月額)
※2想定利率2.0%

>東 京電力は、退職一時金、確定給付企業年金および確定拠出年金を実施している

>退 職金モデルは、管理      一般職     推測される

給付水準イメージ

「退職給付債務一年金資産」を上回る退職給付引当金を計
上している

年金財政上 (継続基準・非継続基準)上、積立超過の状況とな
つている

Source:東京電力提出資料



給付水準の他社比較、制度変更のイメージ

》 退職金全体の水準は比較的高いと考えられる

退職金モデルの水準比較

退駐金モデルの比較 (中 労委産 業別モデル■卒男子 4・ 務・技術 )

モデル退職金の各社事例

参考 :日 航
複
本

＜ の記事より)
の年金制度改訂概要

退職 金モデルの比崚 (中労 委産 =別
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変更内容 効 果

企業年金の

減額

給付利率の見直し

(4.5%―→1.5%)
年金額の減額

保証期間の見直し

(10年→20年 )

終身部分の
期 間 情 縮

※1退職一時金の水準については変更 していない

制度変更のイメージ
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会社(調査年) モデル定年退職金(万円)

東京放送(2007) 六卒(事・技)4,300

アサヒビール(2003) 大卒(事・技)3,566

リコ
=2003)

大卒(事・技)3,417、 高卒(事・技)3,299

富士ゼロックス(2007) 大卒(事・技)3,333、 高卒3,258

旭化成(2005) 大卒(事。技)3,293、 高卒(現業)2,091

松下電工(2003) 大卒(事。技)31088

豊田通商(2009) 大苺珀,000

川崎重工(2005) 大卒2,949

日本ハム(2009) 大卒2,742

>制 度変更のイメージとして以下が考えられる。

Sourcc「 平成21年賃金事情等総合調査 (退職金、年金及び定年制事情調査)

「年金情報2009年 12月 7日号 格付情報センター」
中央労働委員会」、「2003年版・2005年版・2007年 版・2009年版 退職金

・年金事情 労政行政研究所」



2人件費単価 :東電の福和l厚生 (大企業平均との比較)

大企業平均

事業主負担率は70%程度
健康保険料に占める企業負担
挙 :50～ 60%

一■

■ ■
利率 :銀行利息と年利3.5%の利息との
差額の利率

冨利厚生費は、他産業と比較して高水2準。健康保険料の企業負担率、財形貯蓄、持ち株奨励金、カフェテリアプラ康 4

ン等で大企業平均を超えた手厚い対応をしている

非課税枠(550万 円)までの会
負担が通常

非課税枠(550万円)までの会社
負担が通常

ぽ ■ '
持株会)

‐  ■

‐

・ 月 :拠出額の10%
・ 賞与 :拠出額の10%

東京電力と同程度
。永年勤続表彰時に表彰金と|
て、同程度の一時金を支払し

会社負担

・ 月 :拠出額の5～ 10%
。賞与 :拠出額の5～ 10%

消化額 :約5万2千円/年
。日経連加盟企業の内、カフェ
テリアプランを持ち利用実績
がわかる85社の消化額平均

財産形成
年金貯蓄
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